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改定時期 改定にあたっての主な視点 改定率

平成１５年度改定
○ 自立支援の観点に立った居宅介護支援（ケアマネジメント）の確立
○ 自立支援を指向する在宅サービスの評価 ○ 施設サービスの質の向上と適正化

▲２．３％

平成１７年１０月改定
○ 居住費（滞在費）に関連する介護報酬の見直し ○ 食費に関連する介護報酬の見直し
○ 居住費（滞在費）及び食費に関連する運営基準等の見直し

平成１８年度改定

○ 中重度者への支援強化 ○ 介護予防、リハビリテーションの推進
○ 地域包括ケア、認知症ケアの確立 ○ サービスの質の向上
○ 医療と介護の機能分担・連携の明確化

▲０．５％［▲２．４％］
※［ ］は平成１７年１０月改定分を含む。

平成２１年度改定
○ 介護従事者の人材確保・処遇改善 ○ 医療との連携や認知症ケアの充実
○ 効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証

３．０％

平成２４年度改定

○ 在宅サービスの充実と施設の重点化 ○ 自立支援型サービスの強化と重点化
○ 医療と介護の連携・機能分担
○ 介護人材の確保とサービスの質の評価(交付金を報酬に組み込む）

１．２％

平成２６年度改定
○ 消費税の引き上げ（８％）への対応
・ 基本単位数等の引上げ ・ 区分支給限度基準額の引上げ

０．６３％

平成２７年度改定

○ 中重度の要介護者や認知症高齢者への対応の更なる強化
○ 介護人材確保対策の推進（1.2万円相当）
○ サービス評価の適正化と効率的なサービス提供体制の構築

▲２．２７％

平成２９年度改定 ○ 介護人材の処遇改善（１万円相当） １．１４％

平成３０年度改定

○ 地域包括ケアシステムの推進
○ 自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現
○ 多様な人材の確保と生産性の向上
○ 介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保

０．５４％

令和元年10月改定
○ 介護人材の処遇改善
○ 消費税の引上げ（10％）への対応
・基本単位数等の引上げ・区分支給限度基準額や補足給付に係る基準費用額の引上げ

２．１３％
処遇改善 1.67％ 消費税対応 0.39％
補足給付 0.06％

令和３年度改定
○ 感染症や災害への対応力強化 ○ 地域包括ケアシステムの推進
○ 自立支援・重度化防止の取組の推進 ○ 介護人材の確保・介護現場の革新
○ 制度の安定性・持続可能性の確保

介護職員の人材確保・処遇改善にも配慮し
つつ、物価動向による物件費への影響など
介護事業者の経営を巡る状況等を踏まえ、

０．７０％

※うち、新型コロナウイルス感染症に対応するための特
例的な評価 ０．０５％（令和３年９月末まで）

令和４年度改定 ○ 介護人材の処遇改善（介護職員等ベースアップ等支援加算〔１０月以降〕）
※改定率換算＋1.13％
（国費150億円程度）

介護報酬改定の改定率について
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経過措置のまとめ
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項目 経過措置期間
スライド
ページ

運営基準

虐待の防止に係る経過措置 令和６年３月３１日まで（３年の経過措置） P２８

業務継続計画の策定等に係る経過措置 令和６年３月３１日まで（３年の経過措置） P１６

・居宅サービス事業者等における感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る
経過措置

・介護保険施設等における感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措
置

令和６年３月３１日まで（３年の経過措置） P１０

認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置 令和６年３月３１日まで（３年の経過措置） P２２

栄養管理に係る経過措置 令和６年３月３１日まで（３年の経過措置） P９４

口腔衛生の管理に係る経過措置 令和６年３月３１日まで（３年の経過措置） P１０７

事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置 施行の日から起算して六月を経過するまでの間 P１４２

介護職員処遇改善加算に係る経過措置 令和４年３月３１日まで P２３６

施設基準・加算等

感染症又は災害の発生を理由とする理由とする利用者数の減少に伴う加算に係る経過措
置

３月の経過措置 P１６２

厚生労働大臣が定める施設基準に係る経過措置 令和３年９月３０日まで P７３

安全管理体制未実施減算に係る経過措置 令和３年９月３１日（６月の経過措置） P１４２

栄養管理の基準を満たさない場合の減算に係る経過措置 令和６年３月３１日まで（３年の経過措置） P９４

褥瘡マネジメント加算に係る経過措置 令和４年３月３１日まで P１１７

排せつ支援加算に係る経過措置 令和４年３月３１日まで P１２５

基本報酬に関わる経過措置 令和３年９月３０日まで P２３８

※通知順
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○ 介護保険施設における栄養ケア・マネジメントの取組を一層強化する観点から、栄養マネジメント加算等の見直
しを行う。【省令改正、告示改正】

概要

単位数

施設系サービスにおける栄養ケア・マネジメントの充実

＜運営基準（省令）＞
○ （現行）栄養士を１以上配置 → （改定後）栄養士又は管理栄養士を１以上配置。
○ 栄養マネジメント加算の要件を包括化することを踏まえ、「入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した

日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない」ことを規
定。（３年の経過措置期間を設ける）

＜栄養マネジメント強化加算＞
○ 管理栄養士を常勤換算方式で入所者の数を50（施設に常勤栄養士を１人以上配置し、給食管理を行っている場合

は70）で除して得た数以上配置すること
○ 低栄養状態のリスクが高い入所者に対し、医師、管理栄養士、看護師等が共同して作成した、栄養ケア計画に従

い、食事の観察（ミールラウンド）を週３回以上行い、入所者ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえた食事の調整等を
実施すること

○ 低栄養状態のリスクが低い入所者にも、食事の際に変化を把握し、問題がある場合は、早期に対応すること
○ 入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、当該情報その他継

続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。
＜経口維持加算＞

○ 原則６月とする算定期間の要件を廃止する

基準・算定要件等

＜現行＞ ＜改定後＞
栄養マネジメント加算 14単位／日 ⇒ 廃止

栄養ケア・マネジメントの未実施 14単位／日減算（新設）
（３年の経過措置期間を設ける）

なし ⇒ 栄養マネジメント強化加算 11単位／日（新設）
低栄養リスク改善加算 300単位／月 ⇒ 廃止
経口維持加算 400単位／月 ⇒ 変更なし

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設（一部除く）、介護医療院】



5

○ 施設系サービスにおいて口腔衛生管理体制を確保するよう促すとともに、状態に応じた丁寧な口腔衛生管理を更
に充実させるため、口腔衛生管理体制加算を廃止し、同加算の算定要件の取組を一定緩和した上で、３年の経過措
置期間を設け、基本サービスとして、口腔衛生の管理体制を整備し、入所者ごとの状態に応じた口腔衛生の管理を
行うことを求める。【省令改正、告示改正】

○ 口腔衛生管理加算について、CHASEへのデータ提出とフィードバックの活用による更なるPDCAサイクルの推
進・ケアの向上を図ることを評価する新たな区分を設ける。【告示改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
口腔衛生管理体制加算 30単位/月 ⇒ 廃止
口腔衛生管理加算 90単位/月 ⇒ 口腔衛生管理加算（Ⅰ） 90単位/月（現行の口腔衛生管理加算と同じ）

口腔衛生管理加算（Ⅱ）110単位/月（新設）

単位数

＜運営基準（省令）＞（※３年の経過措置期間を設ける）
・ 「入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備

し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない」ことを規定。
※ 「計画的に」とは、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔衛生に係る

技術的助言及び指導を年2回以上実施することとする。
＜口腔衛生管理加算（Ⅱ）＞

・ 加算（Ⅰ）の要件に加え、口腔衛生等の管理に係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生等の管理
の実施に当たって、当該情報その他口腔衛生等の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。

基準・算定要件

施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設（一部除く）、介護医療院】
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施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化

１７ 口腔衛生の管理（第４ 運営に関する基準） 【新設】

基準省令第１７条の３は、介護老人保健施設の入所者に対する口腔衛生の管理について、 令和３年度
より口腔衛生管理体制加算を廃止し、基本サービスとして行うことを踏まえ、入所者の口腔の健康状態に
応じて、以下の手順により計画的に行うべきことを定めたものである。

（１） 当該施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員
に対する口腔衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上行うこと。

（２） （１）の技術的助言及び指導に基づき、以下の事項を記載した、入所者の口腔衛生の管理体制に
係る計画を作成するとともに、必要に応じて、定期的に当該計画を見直すこと。なお、口腔衛生の管
理体制に係る計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合はその記載をもって口
腔衛生の管理体制に係る計画の作成に代えることができるものとすること。

イ 助言を行った歯科医師
ロ 歯科医師からの助言の要点
ハ 具体的方策
ニ 当該施設における実施目標
ホ 留意事項・特記事項

（３） 医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に、介護職員に対する口腔清掃等に係る技術
的助言及び指導又は（２）の計画に関する技術的助言及び指導を行うにあたっては、歯科訪問診療
又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第９条において、３年間の経過措
置を設けており、令和６年３月３１日までの間は、努力義務とされている。

解釈通知（老企第44号）
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施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化

１７ 口腔衛生の管理（第４ 運営に関する基準） 【新設】

リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及
び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに
事務処理手順及び様式例の提示について 「別紙
様式７（口腔衛生管理体制についての計画）」
参照
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施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化

六十九 口腔衛生管理加算 （Ⅰ） ・ （Ⅱ） LIFE 個別

イ 口腔衛生管理加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
（１） 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入所者の口

腔衛生等の管理に係る計画が作成されていること。
（２） 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔衛生等の管理を月二回以上行うこと。
（３） 歯科衛生士が、（１）における入所者に係る口腔衛生等の管理について、介護職員に対し、具体的

な技術的助言及び指導を行うこと。
（４） 歯科衛生士が、（１）における入所者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に応じ対応す

ること。
（５） 通所介護費等算定方法第十号、第十二号、第十三号及び第十五号に規定する基準のいずれにも

該当しないこと。
ロ 口腔衛生管理加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

（１） イ（１）から（５）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
（２） 入所者ごとの口腔衛生等の管理に係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生の

管理の実施に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情
報を活用していること。

告示第95号
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施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化

（２６） 口腔衛生管理加算について （Ⅰ） ・ （Ⅱ） LIFE 個別

① 口腔衛生管理加算については、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が施設の入所者に対して口腔
衛生の管理を行い、当該入所者に係る口腔清掃等について介護職員へ具体的な技術的助言及び指
導をした場合において、当該入所者ごとに算定するものである。

② （略）
③ 歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔衛生の管理を行う歯科衛生士は、口腔に

関する問題点、歯科医師からの指示内容の要点（ただし、歯科医師から受けた指示内容のうち、特に歯
科衛生士が入所者に対する口腔衛生の管理を行うにあたり配慮すべき事項とする。）、当該歯科衛生士
が実施した口腔衛生の管理の内容、当該入所者に係る口腔清掃等について介護職員への具体的な技
術的助言及び指導の内容及びその他必要と思われる事項に係る記録（以下「口腔衛生管理に関する実
施記録」という。）を別紙様式３を参考として作成し、当該施設に提出すること。当該施設は、当該口腔衛
生管理に関する実施記録を保管するとともに、必要に応じてその写しを当該入所者に対して提供するこ
と。

④ （略）
⑤ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻

度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理
手順及び様式例の提示について」を参照されたい。

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、入所者の状態
に応じた口腔衛生の管理の内容の決定（Plan）、当該決定に基づく支援の提供（Do)、当該支援内容の評
価（Check）、その評価結果を踏まえた当該支援内容の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡ
サイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、
適宜活用されるものである。

留意事項（老企第40号）
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施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定
施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について 「別紙様式３（口腔衛生管理加
算 様式（実施計画））」参照



○ 介護保険施設における事故発生の防止と発生時の適切な対応を推進する観点から、基準の見直し等を行う。【省令
改正、告示改正、通知改正】

概要

○ 運営基準（省令）における、事故の発生又は再発を防止するために講じなければならない措置として、以下のとお
り追加

基準

介護保険施設におけるリスクマネジメントの強化

＜現行＞
イ 事故発生防止のための指針の整備
ロ 事故が発生した場合等における報告と、その分析を

通じた改善策を従業者に周知徹底する体制の整備
ハ 事故発生防止のための委員会及び従業者に対する研

修の定期的な実施

＜改定後＞
イ～ハ 変更なし

ニ イからハの措置を適切に実施するための担当者設置
（６ヶ月の経過措置期間を設ける）

⇒

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 安全管理体制未実施減算 ５単位／日 （新設）※６ヶ月の経過措置期間を設ける
なし ⇒ 安全対策体制加算 20単位（入所時に1回）（新設）

単位数

＜安全管理体制未実施減算＞
運営基準における事故の発生又は再発を防止するための措置が講じられていない場合

＜安全対策体制加算＞
外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備さ
れていること。

※ 将来的な事故報告の標準化による情報蓄積と有効活用等の検討に資するため、国で報告様式を作成し周知する。

算定要件等

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】

11

一部R3.1.13諮問・答申済
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令和３年度改定の振り返り
～LIFE関連の加算について～

ROKENくん



39.0%

55.8%

27.4%

32.8%

46.5%

47.7%

37.8%

40.7%

20.4%

12.9%

23.6%

7.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

栄養マネジメント強化加算

リハビリテーションマネジメント計画書情報加算

自立支援促進加算

科学的介護推進体制加算（Ⅰ）

科学的介護推進体制加算（Ⅱ）

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）

排せつ支援加算（Ⅰ）

排せつ支援加算（Ⅱ）

排せつ支援加算（Ⅲ）

口腔衛生管理加算

かかりつけ医連携薬剤調整加算

【参考】
●全国老人保健施設協会：令和3年度介護老人保健施設の現状と地域特性等に関する調査

R3年4月～10月の算定状況
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情報を厚生労働省に提出しないと算定できない加算
（LIFE関連加算の一覧）※赤字がLIFE前提の加算 緑字がLIFEの上乗せ加算

2021.3.31時点
全老健作成

入所 通所リハビリテーション

加算項目 体系 単位 加算項目 体系 単位

● 栄養マネジメント強化加算 （１日） 体制 11
リハビリテーションマネジメント加算（A）ロ （１月につき）
※（A）イの場合（データ提出なし）

個別 560→593

口腔衛生管理加算（Ⅱ） （１月につき） 個別 110 個別 240→273

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ） １回 個別 240
リハビリテーションマネジメント加算（B）ロ （１月につき）
※（B）イの場合（データ提出なし）

個別 830→863

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ） １回 個別 100 個別 510→543

リハビリテーションマネジメント計画提出料加算 （１月
につき）

個別 33 栄養アセスメント加算 （１月につき） 体制 50

●

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） （１月につき） 体制 3 口腔機能向上加算（Ⅱ） （月２回を限度） 個別 160

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） （１月につき） 体制 13 ○ 科学的介護推進体制加算 （１月につき） 体制 40

●

排せつ支援加算（Ⅰ） （1月につき） 体制 10

排せつ支援加算（Ⅱ） （1月につき） 体制 15 訪問リハビリテーション

排せつ支援加算（Ⅲ） （1月につき） 体制 20 加算項目 体系 単位

自立支促進加算 （１月につき） 体制 300
リハビリテーションマネジメント加算（Ａ）ロ （１月につき）
※（A)イの場合（データ提出なし）

個別 180→213

○

科学的介護推進体制加算（Ⅰ） １月につき 体制 40
リハビリテーションマネジメント加算（Ｂ）ロ （１月につき）
※（B）イの場合（データ提出なし）

個別 450→483

科学的介護推進体制加算（Ⅱ） １月につき 体制 60



赤字：リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について

青字：「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」

緑字：科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について

各加算で使用する様式例

15

2021.3.22時点
全老健作成

加算名称 LIFE
加算に使用な様式例

※●LIFEに必要な項目がある様式
代用可能な様式

入所

リハビリマネジメント
（基準）

別紙様式２－８ -

別紙様式２－９
※別紙様式２－２－１●及び２－２－２●でも可

別紙様式１－１

別紙様式１－３

栄養管理
（基準）

別紙様式４－１● -

別紙様式４－２ 別紙様式１－１

栄養マネジメント強化加算 体制
別紙様式４－１● -

別紙様式４－２ 別紙様式１－１

リハビリテーションマネジメント計画書
情報加算

個別 別紙様式２－２ー１及び２－２－２
別紙様式１－１

別紙様式１－３

口腔衛生の管理
（基準）

別紙様式３●
別紙様式１－１

別紙様式１－５

口腔衛生管理体制計画（基準） 別紙様式７ -

口腔衛生管理加算（Ⅰ）・（Ⅱ）
※（Ⅱ）LIFE

個別 別紙様式３●
別紙様式１－１

別紙様式１－５

経口移行加算
別紙様式４－１ -

別紙様式４－２ 別紙様式１－１

経口維持加算
別紙様式４－１ -

別紙様式４－２ 別紙様式１－１

科学的介護推進体制加算 体制 別紙様式２● -

褥瘡マネジメント加算 体制 別紙様式５● -

排せつ支援加算 体制 別紙様式６● -

自立支援促進加算 体制 別紙様式７● -

かかりつけ医連携薬剤調整加算
（Ⅰ）・（Ⅱ）・（Ⅲ）
※（Ⅱ）・（Ⅲ）LIFE

個別
別途様式８ -

別紙様式９● -

Ｑ．ＬＩＦＥアセスメント→計画作成すれば個別計画は不要なのか。



赤字：リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について

青字：「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制
定に伴う実施上の留意事項について」

緑字：科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について

各加算で使用する様式例

加算名称 LIFE
加算に使用な様式例

※●LIFEに必要な項目がある様式
代用可能な様式

通所
リハ

訪問
リハ

リハビリテーションマネジメント加算
（基準）・（A）・（B））

※（A）ロ・（Ｂ）ロ ＬＩＦＥ
個別

別紙様式２－１ -

別紙様式２－２－１●及び２－２－ ２●
別紙様式１－２
別紙様式１－３

別紙様式２－３ -
別紙様式２－４ -

通所
リハ

生活行為向上リハビリテーション加
算

別紙様式２－１ -

別紙様式２－２－１及び２－２－ ２
別紙様式１－２
別紙様式１－３

別紙様式２－３ -
別紙様式２－４ -
別紙様式２－５ -

口腔・栄養スクリーニング加算 別紙様式６ -

栄養改善加算
別紙様式５－１ -
別紙様式５－２ 別紙様式１－２

栄養アセスメント加算 体制 別紙様式５－１● -

口腔機能向上加算（Ⅰ）・（Ⅱ）
※（Ⅱ）LIFE

個別 別紙様式８●
別紙様式１－２

別紙様式１－６

科学的介護推進体制加算 体制 別紙様式１● -
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2021.3.22時点
全老健作成

厚労省で示されている様式は、あくまで様式例です。加算を算定する上で様式例に示されている項目が網羅されているのであ
れば、どんな様式でも構いません。

また、LIFEで提供する項目については、様式例を活用して項目を示しているもであるので、提供する項目がわかればよいとされ
ている。



科学的介護推進体制加算ⅠのLIFE データ提出項目



科学的介護推進体制加算ⅠのLIFE データ提出項目



そもそもLIFEは何のために行うのか？

19

〇エビデンスに基づいた介護の実践

〇科学的に妥当性のある指標等の現場
からの収集・蓄積および分析

〇分析の成果を現場にフィードバックする
ことで、更なる科学的介護を推進

本来はフィードバックを活用することとなっているが、活用できる
レベルのフィードバックが返ってくるのはまだ先の話。



20この他、訪問系サービス等へ拡大する方向で検討が進んでいる



185回介護給付費分科会（R2.9.14）資料



令和3年6月4日 データヘルス改革推進本部 「データヘルス改革に関する工程表について」
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令和3年6月4日 データヘルス改革推進本部 「データヘルス改革に関する工程表について」
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操作方法・設定方法など各種マニュアルにさっと目を通す。
（LIFE右上の操作マニュアル等に掲載）

マニュアル類は無駄にボリュームが多いため全部を覚える必要はない。
どんなことが書かれているかを目を通し、分からないことがあればマニュアル
を読み返す。ただし、初期設定はとても重要なので、初期設定等は導入
手順通りに作業を進める。特にインターネットオプションの設定はトラブルに
繋がるので必ず確認。
（本格的に使う前に試しに色々弄ってみて、どこで躓くか確認してみること
をお勧め）



26

Q．算定要件にフィードバックの活用とあるが、返ってきたフィードバック
票をどう活用したら良いか分からない。使えない。

A．厚労省から送られてくるフィードバック「票」が使えるレベルになるの
はまだ先。
フィードバックの活用というのはフィードバック「票」に縛られる必要は
ないというのが重要なポイント。
元々、フィードバックの活用という要件は、PDCAの推進及びケアの
向上を図る観点から設けられている要件。
LIFEへ提出した利用者の評価結果等をケアの提供の際に役立てる等
もフィードバックの活用と考えられる。

その旨は「LIFEの入力方法に関するQ＆A」の令和4年11月15日追加分に
記載されている。



【全老健会員向け】科学的介護情報システム（LIFE）に関する
相談・問い合わせ窓口

全老健共済会
TEL:03-5425-6900 FAX:03-5425-6901
Mail：takaradan@roken.co.jp

全老健のLIFEのページにある問い合わせフォームからの問い合
わせも受け付けています。

※LIFE以外のお問い合わせ（制度等）については
全国老人保健施設協会（TEL:03-3432-4165）へお問い合わせください

27
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令和３年度改定の振り返り
～介護職員等ベースアップ等
支援加算～

ROKENくん



第208回介護給付費分科会資料（令和3年2月28日）
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第208回介護給付費分科会資料（令和3年2月28日）

3
0



第208回介護給付費分科会資料（令和3年2月28日）
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介護現場で働く方々の収入の引上げ（介護職員等ベースアップ等支援加算）概略

各事業所の介護報酬
〔（特定）処遇改善加算分を除く加算〕 ×

各サービスの
支援補助金
の加算率

＝

１．支援加算の算定要件
処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを取得している事業所（現行の処遇改善加算の対象サービス事業所）1

２

２．支援加算の額

３．支援加算の配分（対象職種の選定と配分）

介護職員等ベースアップ等支援加算

介護職員 その他職員
（看護･ﾘﾊ等、事業所の判断）

※対象職種：介護職員、その他の職員（事業所の判断で配分する職種等を決める）

60％ 40％

支援補助金の2/3以上はベースアップ等（※）の引上げに使用 ※ 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」

４．申請と交付・介護職員等ベースアップ等支援加算等のスケジュール

介護職員
ベースアップ等

「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」
賞与等

２/３以上 1/３

ベースアップ等
「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」

賞与等

２/３以上 1/３

その他職員

（例）

老健0.8％

※配分ルールなし （注）介護職員の処遇改善という措置の趣旨を踏まえた配分

32

地域単価×
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【新設】 介護職員等ベースアップ等支援加算

●新設の加算（基本的な仕組み）
・対象介護事業所の介護職員（常勤換算）１人当たり月額平均9,000円の賃金引上げに相当する額。
・対象サービスごとに介護職員数（常勤換算）に応じて必要な加算率を設定し、各事業所の介護報酬にその加算率

を乗じて単位数を算出。
・現行の処遇改善加算等の単位数は、基本報酬に、処遇改善加算及び特定処遇改善加算以外の加算・減算を加え

た単位数に、加算率を乗じて算出。

× ＝総単位数
（基本報酬＋加算）

加算率
処遇改善加
算（１０割分）

老健 0.8％
通所リハ 1.0％

地域単価×

※介護職員処遇改善支援補助金の計算方法と若干異なる
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＋ ＋ × ＝
総単位数

（基本報酬＋加算）
処遇改善加算 特定処遇改善加算

総 報 酬

交付率 交付額

老健 0.8％
通所リハ 0.9％

地域単価 ×

令和４年２月～９月
介護職員処遇改善支援補助金

× ＝総単位数
（基本報酬＋加算）

加算率
処遇改善加
算（１０割分）

老健 0.8％
通所リハ 1.0％

地域単価×

令和４年１０月
【新設】介護職員等ベースアップ等支援加算

【新設】 介護職員等ベースアップ等支援加算



●補助金と介護職員等ベースアップ等支援加算の違い

例：要介護３の利用者の１人当たりの交付金の額の考え方について（１月分31日）
（その他・基本型・多床室・夜勤配置・リハマネ計画提出料・褥瘡Ⅰ・排せつⅠ・科学的体制Ⅰ・サービス提供Ⅰ・処遇改善Ⅰ・特定処遇改善Ⅰ）

＋ ＋ × ＝総単位数
（２９,３５０単位）

処遇改善加算Ⅰ
（１,１４５単位）

特定処遇改善加算Ⅰ
（６１６単位）

総報酬
（３１,１１１単位）

交付金率
０.８％

地域単価
（１０円）

×
交付金

２,４８９円

× ＝総単位数
（２９,３５０単位）

加算率
０.８％

【新設】
処遇改善加算

２,３４８円

地域単価
（１０円）

×

利用者負担分 ２３５円
※新たに追加される

補助金

【新設】介護職員等ベースアップ等支援加算算

利用者負担分 ０円

【新設】 介護職員等ベースアップ等支援加算



●対象となる職種

①介護職員
②事業所の判断により、他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な

運用を認める。

※対象の職員については、上記以外には定めがない。また、常勤や非常勤、経験年数や勤続年数等の要件は明記されていない
ため、施設ごとで独自で定めることができる。

例１）

例３）

例２）

※上記はあくまでも例です。各事業所ごとに分配する職種を定めてください。
※明記はされておりませんが、介護職員の処遇改善という趣旨を踏まえた配分が必要

と思われますので、上記例では介護職員への配分を50％以上にしております。

【新設】 介護職員等ベースアップ等支援加算

介護職員（１００％）

どのような職種に分配できるのか？

交付金

介護職員（８０％） 他の職員（２０％）

介護職員（５０％） 他の職員（５０％）
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処遇改善支援補助金と同様の考え方



●取得要件

①処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを取得している事業所（現行の処遇改善加算の対象サービス事業所）

②賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の2/3は介護職員等のベースアップ等（※）の引上げに使用するこ
とを要件とする。

※ 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」

交付金（全体）

２/３以上 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」
（介護職員等のベースアップ等）

１/３ 賞与・一時金等

※令和４年２・３月分は一時金による支給を可能

②の考え方について

「決まって毎月支払われる手当」

労働と直接的な関係が認められ、労働者の個人的事情とは関係なく支給される手当（役職手当、資格
手当、資格ではないが労働者の一定の能力に対する手当等）。

※（労働協約、就業規則又は労働契約において明示されているものに限る。）。
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【新設】 介護職員等ベースアップ等支援加算

処遇改善支援補助金と同様の考え方



●取得要件（分配事例）

交付金

介護職員 （50％） 他の職員 （50％）

２/３ 「基本給」又は「決まって毎月支払わ
れる手当」

１/３ 賞与・
一時金等

２/３ 「基本給」又は「決まって毎月支払わ
れる手当」

１/３ 賞与・
一時金等

交付金

介護職（100％）

常勤 非常勤

２/３ 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」 １/３ 賞与・一時金等

例１：職種で分けた場合（前頁の例３）

例３：常勤・非常勤によって分ける場合

【新設】 介護職員等ベースアップ等支援加算

～ 上記はあくまで分配の例です。賃上げの方法も施設の判断によって定めてください。 ～

例２：割合を変える場合（毎月入ってくる交付金額が異なるため）

交付金

介護職（100％）

３/４ 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」 １/４ 賞与・一時金等
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※ 月により総報酬の変動が予想され、それにより交付される額も月毎に変動します。
※ 総報酬が増えた場合、2/3ルールを満たさなくなる可能性があるため、2/3配分ギリギリではなく、

余裕をみて、3/4を「基本給」「決まった毎月支払われる手当」に配分した事例です。

処遇改善支援補助金と同様の考え方



交付金

介護職員 （50％） 他の職員 （50％）

２/３ 「基本給」又は「決まって毎月支払わ
れる手当」

１/３ 賞与・
一時金等

２/３ 「基本給」又は「決まって毎月支払わ
れる手当」

１/３ 賞与・
一時金等

上記の考え方の例として
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（参考）介護職員処遇改善支援補助金のQA

交付金

介護職員 （50％） 他の職員 （50％）

２/３ 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」 １/３ 賞与・一時金等

認められていない例
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（参考）介護職員処遇改善支援補助金のQA

例１）

例３）

例２）

介護職員（１００％）

交付金

介護職員（８０％） 他の職員（２０％）

介護職員（５０％） 他の職員（５０％）

例４） 介護職員（１０％） 他の職員（９０％）

極端な例として例４）が施設の配分によっては、できることになる。



支給

基本給 業務手当 リーダー手当 夜勤手当 資格手当 勤続手当 処遇改善手当

170,000 10,000 5,000 24,000 10,000 5,000 15,000

控除

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 所得税 住民税

12,000 20,000 700 5,000 11,000

総支給額 差引支給額

287,700 239,000
法定福利費等の部分をどう扱うか

各介護サービス事業者等において賃金改善実施期間における賃金改善に要する
見込額（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加分を含むことが
できる。）
令和4年6月 21日事務連絡：介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援
加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について

「介護職員処遇改善支援補助金に関するＱ＆Ａ（令和４年１月31日）」

法定福利費等の扱いは？
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最低賃金に処遇改善加算を含めて良い？

「平成３０年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.６）（平成３０年８月６日）」

自治体によっては、望ましくないと回答しているような所もあるので、含む場合は、
必ず自治体に確認すること！
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注意点１：基本給で改善する場合

新旧の基本給料表など明確にして増額を記載

注意点２：毎月支払う手当の場合

賃金項目と金額を明示
（例）ベースアップ等加算手当

注意点３：就業規則を変更する時は、しっかり段階を踏むように
・理事会は開催しているのか？
・変更するにあたり、職員の同意などはあるか？

介護職員処遇改善加算取得の注意点

最重要注意点：
処遇改善に関する計画書の内容を雇用する全ての職員に対し
て周知したか！！！
※証明するのに求められるものの例、会議録、周知文書
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その他型 基本型 加算型 強化型 超強化型

処遇改善加算（Ⅰ） 1,063,920 1,085,682 1,126,788 1,177,566 1,233,180

特定処遇改善加算（Ⅰ） 572,880 584,598 606,732 634,074 664,020

介護職員等ベースアップ等支援加加算 218,240 222,704 231,136 241,552 252,960

合計 1,855,040 1,892,984 1,964,656 2,053,192 2,150,160

介護職員処遇改善加算等の類型比較

100床 要介護３ 多床室 １月（31日） の場合（満床）

１月の基本サービス費だけで約30万円の差

※処遇改善加算等は、基本サービス費だけではなく、加算も含まれるので、加算取得
状況によっては、更に差がつき、スタッフの還元率も増えていく。
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令和３年度介護従事者処遇状況等調査結果：調査時期令和３年10月 45

介護職員処遇改善加算等の算定
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令和３年度改定の振り返り
～利用者への説明・同意書等に
係る見直し～

ROKENくん



Ｑ．各種加算の計画書の同意の欄が削除されてます

が、同意は必要ないのでしょうか。

Ａ．加算要件によっては、計画書の同意は必要です

（なお、要件に関わらず加算の算定に係る同意は

必要です）。もし、署名・押印を計画書に求めず代替

手段の活用をお考えの場合は、令和２年６月１９日付

内閣府・法務省・経済産業省から発出されている「押

印についてのQ＆A」をご参照ください。

全老健会員サイト掲載：よくある質問より
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利用者への説明・同意等に係る見直し

問６．文書の成立の真正を証明する手段を確保するために、どのようなものが考えられるか。

・ 次のような様々な立証手段を確保しておき、それを利用することが考えられる。
① 継続的な取引関係がある場合

取引先とのメールのメールアドレス・本文及び日時等、送受信記録の保存（請求書、納品書、検収書、
領収書、確認書等は、このような方法の保存のみでも、文書の成立の真正が認められる重要な一事
情になり得ると考えられる。）

② 新規に取引関係に入る場合
・ 契約締結前段階での本人確認情報（氏名・住所等及びその根拠資料としての運転免許証など）

の記録・保存
・ 本人確認情報の入手過程（郵送受付やメールでのPDF送付）の記録・保存
・ 文書や契約の成立過程（メールやSNS上のやり取り）の保存

③ 電子署名や電子認証サービスの活用（利用時のログインID・日時や認証結果などを記録・保存でき
るサービスを含む。）
・ 上記①、②については、文書の成立の真正が争われた場合であっても、例えば下記の方法によ

り、その立証が更に容易になり得ると考えられる。また、こういった方法は技術進歩により更に多
様化していくことが想定される。

（a） メールにより契約を締結することを事前に合意した場合の当該合意の保存
（b） PDFにパスワードを設定
（c） （b）のPDFをメールで送付する際、パスワードを携帯電話等の別経路で伝達
（d） 複数者宛のメール送信（担当者に加え、法務担当部長や取締役等の決裁権者を宛先に含

める等）
（e） PDFを含む送信メール及びその送受信記録の長期保存

押印についてのＱ＆Ａ 令和２年６月１９日 内閣府 法務省 経済産業省
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利用者への説明・同意等に係る見直し（サイン欄の削除）

○ 利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針も踏まえ、ケアプランや
重要事項説明書等における利用者等への説明・同意について、以下の見直しを行う。【省令改正、通知改正】
ア 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を原則認めることとする。
イ 利用者等の署名・押印について、求めないことが可能であること及びその場合の代替手段を明示するとと

もに、様式例から押印欄を削除する。

【全サービス★】

上記を踏まえ、様々な加算等の様式からサイン欄が削除された。
しかし、説明・同意等を取ることはこれまで通り必須であり、その記録を電磁的
な保存が可とされているだけで、運営指導等の際にその記録を求められる可能性
がある。また電磁的記録のためには、その環境整備も必要となる。

※ Ｒ４システムでは、これまでも「総合計画書」１枚に纏めて利用者･ご家族の同意の署名を記入する
ことになっている。

各加算様式に同意のサイン
をもらう代わりに、
右のような１枚紙で纏めて
サインをもらう事例
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次期介護報酬改定に向けて

ROKENくん
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社会保障審議会 介護保険部会 おける議論（5月～）

次期介護報酬改定に向けて

取り纏め（年内予定）

1. 地域包括ケアシステムの更なる深化・推進について

2. 介護人材の確保、介護現場の生産性向上の推進について

3. 給付と負担について（指摘事項）

4. その他の課題について

在宅サービスの基盤整備、在宅医療・介護連携、施設サービスの基盤整備、施設入所者に対する医療提供
ケマネジメントの質の向上、科学的介護の推進、地域における高齢者リハビリテーションの推進、
住まいと生活の一体的支援、認知症施策の推進、家族を含めた相談支援体制の推進、総合事業の多様なサービスの在り方、
通いの場・一般介護予防事業、地域包括支援センターの体制整備、介護予防ケアマネジメント業務、保険者機能の強化、

総合的な介護人材確保、地域における生産性向上の推進体制、施設や在宅におけるテクノロジーの活用の推進
介護現場のタスクシェア・タスクシフティング、経営の大規模化・協働化、文書負担の軽減、財務状況等の見える化

（1）被保険者範囲・受給権者範囲 （5）軽度者への生活援助サービス等に関する在り方
（2）補足給付に関する給付のあり方 （6）「現役並み所得」「一定以上所得」の判断基準
（3）多床室の室料負担 （7）高所得者の１号保険料負担の在り方
（4）ケアマネジメントに関する給付の在り方

要介護認定について、介護現場の安全性の確保・リスクマネジメントについて、
高齢者虐待防止の推進について、福祉用具について
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次期介護報酬改定に向けて

Ⅰ．地域包括ケアシステムの深化・推進
1．生活を支える介護サービス等の基盤整備

（地域の実情に応じた介護サービスの基盤整備）
（在宅サービスの基盤整備）
（ケアマネジメントの質の向上）
（福祉用具）
（医療・介護連携）
（地域における高齢者リハビリテーションの推進）
（かかりつけ医機能との連携）
（施設入所者への医療提供）
（施設サービス等の基盤整備）
（住まいと生活の一体的支援）
（介護情報利活用の推進）
（科学的介護の推進）
（介護現場の安全性の確保、リスクマネジメントの推進）
（高齢者虐待防止の推進）

2．様々な生活上の困難を支え合う地域共生社会の実現
（基本的な視点）
（総合事業の多様なサービスの在り方）
（通いの場、一般介護予防事業）
（認知症施策の推進）
（地域包括支援センターの体制整備等）

3．保険者機能の強化
（地域包括ケアシステムの構築に向けた保険者への支援）
（保険者機能強化推進交付金等）
（給付適正化・地域差分析）
（介護保険事業（支援）計画作成の効率化）
（要介護認定）

Ⅱ．介護現場の生産性向上の推進、制度の持続可能性の確保
1．介護人材の確保、介護現場の生産性向上の推進
（1）総合的な介護人材確保対策
（2）生産性向上により、負担が軽減され働きやすい介護現場の実現

（地域における生産性向上の推進体制の整備）
（施設や在宅におけるテクノロジーの活用）
（介護現場のタスクシェア・タスクシフティング）
（経営の大規模化・協働化等）
（文書負担の軽減）
（財務状況等の見える化）

介護保険制度の見直しに関する意見（案）（社会保障審議会介護保険部会 12/19時点 ）



（１）高齢者の負担能力に応じた負担の見直し

（１号保険料負担の在り方）

〇 介護保険制度の持続可能性を確保するためには、低所得者の保険料上昇を抑制することが必要であり、負担能力に応じた負担の観点から、
既に多くの保険者で９段階を超える多段階の保険料設定がなされていることも踏まえ、国の定める標準段階の多段階化、高所得者の標準
乗率の引上げ、低所得者の標準乗率の引下げ等について検討を行うことが適当である。

〇 具体的な段階数、乗率、低所得者軽減に充当されている公費と保険料の多段階化の役割分担等について、次期計画に向けた保険者の準備
期間等を確保するため、早急に結論を得ることが適当である。
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次期介護報酬改定に向けて

（多床室の室料負担）
〇 介護老人保健施設及び介護医療院の多床室の室料負担の導入については、在宅でサービスを受ける者との負担の公平性、各施設の機能や

利用実態等、これまでの本部会における意見を踏まえつつ、介護給付費分科会において介護報酬の設定等も含めた検討を行い、次期計画
に向けて、結論を得る必要がある。

介護保険制度の見直しに関する意見（案）（社会保障審議会介護保険部会 12/19時点 ）

2．給付と負担

（「現役並み所得」、「一定以上所得」の判断基準）

〇「一定以上所得」（２割負担）の判断基準について、後期高齢者医療制度との関係、介護サービスは長期間利用されること等を踏まえ
つつ、高齢者の方々が必要なサービスを受けられるよう、高齢者の生活実態や生活への影響等も把握しながら検討を行い、次期計
画に向けて結論を得ることが適当である。

〇「現役並み所得」（３割負担）の判断基準については、医療保険制度との整合性や利用者への影響等を踏まえつつ、引き続き検討を行う
ことが適当である。

（補足給付に関する給付の在り方）
〇 補足給付に係る給付の実態やマイナンバー制度を取り巻く状況なども踏まえつつ、引き続き検討を行うことが適当である 。

（２）制度間の公平性や均衡等を踏まえた給付内容の見直し



（軽度者への生活援助サービス等に関する給付の在り方）

〇 軽度者（要介護１・２の者）への生活援助サービス等に関する給付の在り方については、介護サービスの需要が増加する一方、介護人
材の不足が見込まれる中で、現行の総合事業に関する評価・分析等を行いつつ、第10 期計画期間の開始までの間に、介護保険の運営
主体である市町村の意向や利用者への影響等も踏まえながら、包括的に検討を行い、結論を出すことが適当である。

（ケアマネジメントに関する給付の在り方）
〇 ケアマネジメントに関する給付の在り方については、利用者やケアマネジメントに与える影響、他のサービスとの均衡等も踏まえながら、

包括的に検討を行い、第10 期計画期間の開始までの間に結論を出すことが適当である。
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次期介護報酬改定に向けて

介護保険制度の見直しに関する意見（案）（社会保障審議会介護保険部会 12/19時点 ）

2．給付と負担（続き）

〇 被保険者範囲・受給権者範囲については、第２号被保険者の対象年齢を引き下げることについて、
・若年層は子育て等に係る負担があること、受益と負担の関係性が希薄であることから反対、
・現役世代の負担を減らしていくことが必要であることから、まずは現行の制度の中で給付と負担に関する見直しを着実に実施すること

が先決
などの意見があった。

〇 その一方で、
・将来的には、介護保険の被保険者範囲・受給者範囲を拡大して介護の普遍化を図るべき、
・高齢者の就業率の上昇や健康寿命の延伸、要介護認定率の状況等も踏まえながら第１号被保険者の対象年齢を引き上げる議論も必要、
・現実に40 歳未満の若年層でも介護をしている実態があり、家族が介護保険サービスを受けることで安心して仕事の両立が図られるという

面もあるのではないか、
などの意見もあり、介護保険を取り巻く状況の変化も踏まえつつ、引き続き検討を行うことが適当である。

（２）被保険者・受給者範囲

おわりに

〇 厚生労働省においては、この意見書の内容を十分に踏まえて見直しの内容の具体化を図り、法改正が必要な事項については、関連法案を国
会に提出するほか、運営基準や令和６年度介護報酬改定で対応すべき事項については、社会保障審議会介護給付費分科会での議論に付すな
ど、制度見直しのために必要な対応を速やかに講じられることを求めたい。その際、次期計画に向けて結論を得ることが適当とされた事項
については、遅くとも来年夏までに結論を得るべく、引き続き本部会における議論を行う必要がある。



次期介護報酬改定に向けて

財政制度等審議会 財政制度分科会（令和4年11月7日開催）「社会保障」資料
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次期介護報酬改定に向けて

社会保障審議会 介護保険部会（令和4年11月28日開催）参考資料
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次期介護報酬改定に向けて

（参考）食費・居住費の基準費用額の根拠データ
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調査実施 概 略

1 介護保険施設のリスクマネジメントに関する調査研究事業 日本総合研究所 安全推進体制加算（リスクマネジャー）等

2 介護保険施設における医療及び介護サービスの提供実態等に関する調査研究事業 日本総合研究所 老健施設の医療

3
ＬＩＦＥを活用した取組状況の把握および訪問系サービス・居宅介護支援事業所におけるＬＩＦ

Ｅの活用可能性の検証に関する調査研究事業
三菱総研 LIFEの取組状況

4 介護現場でのテクノロジー活用に関する調査研究事業 三菱総研
介護ロボット等の活用状況、テクノロジーを活用した場合の

加算・人員基準の緩和等

調査実施 概 略

1 介護老人保健施設の目的・特性を踏まえた施設の在り方に関する調査研究事業 全老健 急性期からの受入れの実態

2 介護老人保健施設における効果的なリハビリテーションのための評価指標にかかる研究 全老健 ICFステージングの加算化のエビデンス

3 介護老人保健施設における薬剤調整にかかる調査研究事業
NTTデータ

経営研究所
かかりつけ医連携薬剤調整加算の見直し、高額な薬剤等

4 介護現場での自立支援促進に係る調査研究事業 PwCｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 自立支援促進加算の見直し

5 認知症の評価尺度のあり方に関する調査研究
みずほリサーチ＆

テクノロジーズ
認知機能の評価尺度策定（ICFステージング）

6 BPSDの予防・軽減を目的とした認知症ケアモデルの普及促進に関する調査研究 浴風会 認知症の周辺症状の評価

7 介護助手等の導入に関する実態及び適切な業務の設定等に関する調査研究事業
NTTデータ

経営研究所
介護助手の実態調査＆普及

8 医療機関等と連携した介護予防の推進に関する調査研究事業
NTTデータ

経営研究所
フレイルサポートナース＆介護予防サロン

9 介護保険施設における社会福祉士の活用状況と有効性に関する調査研究事業 日本社会福祉士会 社会福祉士の評価

10 生活期リハビリテーションにおける適切な評価の在り方に関する調査研究事業 全国デイ・ケア協会 通所リハビリの包括報酬化のエビデンス

11 文書負担軽減や手続きの効率化等による介護現場の業務負担軽減に関する調査研究事業
三菱UFJリサーチ＆

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
加算書式等の作成業務負担の軽減

令和３年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（令和４年度調査）

令和4年度　老人保健事業推進費等補助金(老人保健健康増進等事業分)

次期介護報酬改定の向けてのデータ（エビデンス）収集が始まっている

現場の実態を報酬に反映させるため、各種調査にご協力ください。

上記の他にも全老健から委員を派遣している調査研究事業は多数

次期介護報酬改定に向けて



在宅医療と介護連携（具体的な老健施設ショートの活用事例）
老健施設ショートの総合医学管理加算（令和3年介護報酬改定創設）の活用

出典：介護老人保健施設新在宅支援推進マニュアル（第2版）より (イラスト：野尻晋一） 68

【医療ショートの要件】

① 事前に計画されていないショート
（居宅サービス計画に計画がないもの）

② 居宅介護支援事業所のケアマネと連携し、
利用者又は家族の同意の上、治療目的の
ショート

③ 7日間が限度
④ かかりつけ医等の診断等に基づき、診療

方針を定め、治療管理としての投薬、検
査、注射、処置等を行い、その日時・内
容等を診療録に記載しておく

⑤ かかりつけ医との連携（利用終了日から
7日以内に診療状況を示す文書を交付する。
交付がない場合、医療ショートの算定が
できない）

⑥ 緊急短期入所受入加算との併算定可能
（緊急時施設療養費との併算定は不可）

次期介護報酬改定に向けて

医療と介護の連携
（かかりつけ医との連携）
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次期介護報酬改定に向けて

老健施設における医療提供（急性期からの受入等）

≪エビデンス調査≫
・（改定検証調査）介護保険施設における医療及び介護サービスの提供実態等に関する調査研究事業
・（老健事業補助金）介護老人保健施設の目的・特性を踏まえた施設の在り方に関する調査研究事業

有床診療所

自宅

居住系
介護施設

介護老人保健施設
急性期一般入院料１

地域包括ケア病棟

回復期リハ病棟

療養病棟

在宅復帰・病床機能連携率
80%以上

在宅復帰率
入院料・管理料１及び２ 72.5%以上
入院料・管理料３及び４ 70％以上

在宅復帰率
入院料１～４ 70%以上

有床診療所
（一部を除く。）

ポストコロナ受入

充実



70

運営指導について

ROKENくん



介護保険制度における介護保険施設・事業者に対する指導監督

指 導

介護保険制度の健全かつ適正な運営の確保・法令等に基づく適正な事業実施

監 査

介護給付等対象サービスの質の確保 保険給付の適正化

介護保険施設・事業者

周知の徹底

支 援

介護給付等
対象サービ
スの取扱い

介護報酬
の請求

介護保険施設・事業者

不正等の
疑いが発
覚すれば
監査へ移
行

不正・著しい不当
に関する事実関係

的確な把握集団指導 運営指導

介護保険施設等指導指針

71

公正・適切な措置

介護保険施設等監査指針

介護保険施設・事業者

〈行政指導〉

※事実上の行為及び事実上の行為を
するに当たりその範囲、時期等を明

らかにするための法令上の手続

勧 告

〈行政指導〉

指定取消等

命 令
（勧告に従わない場合）

〈行政処分（不利益処分）〉



運営指導についての実施頻度
運営指導は、原則として指定又は許可の有効期間内に少なくとも１回以上、指導の対象となる

介護保険施設等について行う。なお、居宅サービス（居住系サービスに限る。）、地域密着型
サービス（居住系サービス又は施設系サービスに限る。）又は施設サービスについては、３年に
１回以上の頻度で行うことが望ましいものとする。

令和4年3月31日付け 介護保険施設等の指導監督について（通知）の送付について（介護保険最新情報Vol.1061）
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（１）実施通知
指導対象となる介護保険施設等を決定したときは、次に掲げる事項を文書により当該介護

保険施設等に原則として１月前までに通知する。ただし、高齢者虐待等が疑われる等の場合
は指導開始時に文書で通知する。

① 運営指導の根拠規定及び目的
② 運営指導の日時及び場所
③ 指導担当者
④ 介護保険施設等の出席者（役職名等で可）
⑤ 準備すべき書類等
⑥ 当日の進め方、流れ等（実施する運営指導の形態、スケジュール等）

（２）指導方法
運営指導は、関係者から関係書類等を基に説明を求め面談方式で行う。

なお、施設・設備や利用者等のサービス利用状況以外の実地でなくても確認出来る内容（最
低基準等運営体制指導及び報酬請求指導に限る。）はオンライン等を活用することができる。
（４）指導結果の通知等

運営指導の結果、人員、施設及び設備又は運営について改善を要すると認められる事項
がある場合、介護報酬請求について不正には当たらない軽微な誤りが認められ過誤による
調整を要すると認められる場合には、後日文書によってその旨を通知する。
（５）報告書の提出

都道府県知事又は市町村長は、当該介護保険施設等に対して、文書で通知した事項につ
いては、文書により報告を求めるものとする。

運営指導について通知で示された指導の流れ（一部抜粋）
令和4年3月31日付け 介護保険施設等の指導監督について（通知）の送付について（介護保険最新情報Vol.1061）
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（３）運営指導の留意点
（ア）所要時間の短縮等

運営指導の所要時間については、確認項目を踏まえることで、一の介護保険施設等当たり
の所要時間をできる限り短縮し、介護保険施設等と自治体双方の負担を軽減し、運営指導の
頻度向上を図る。

（イ） 同一所在地等の運営指導の同時実施
同一所在地や近隣に所在する介護保険施設等に対する運営指導については、できるだけ同

日又は連続した日程で行うなどにより効率化を図る。
（ウ）関連する法律に基づく監査の同時実施

老人福祉法等介護保険法に関連する法律に基づく監査との合同実施については、介護保険
施設等の状況も踏まえた上で、自治体の担当部門間で調整を行い、同日又は連続した日程で
行うことを一層推進する。

（エ）運営指導で準備する書類等
運営指導において準備する文書は、原則として、前年度から直近の実績に係るものとし、介

護保険施設等に対して運営指導の事前又は当日に提出を求める資料及び書類の写等につい
ては１部とし、自治体が既に保有している文書（新規指定時、指定更新時及び変更時に提出さ
れているもの等）については再提出を求めない。

また、介護保険施設等において作成、保存等が行われている各種書面について、当該書面
に代えて電磁的記録により管理されている場合は、ディスプレイ上で内容を確認することとし、
別途、印刷した書類等の準備や提出は求めない。

運営指導について通知で示された指導の流れ（一部抜粋）
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（オ） 利用者等の記録等の確認
利用者等へのサービスの質を確認するためにその記録等を確認する場合は、特に必

要と判断する場合を除き、対象は原則として３名以内とする。
ただし、居宅介護支援事業所については、原則として介護支援専門員１人あたり 1 名

～２名の利用者についてその記録等を確認する。
（カ）事務受託法人等の活用

実施体制等により自治体での指導が困難な場合は、機関等の共同設置を行うなど、複
数の市町村と合同で実施すること等について検討すること。（市町村が機関に委託して
指導を実施する）

※パソコン上で確認することができるようになりましたが、エクセルやワード等は更新日
時が出ます。また、使用する介護ソフトなどによっては作成日が並び、作成者が見やす
くなっており、これをクリックすることで見たい書類に行きつくものがあります。

作成日で作成した履歴が並ぶことで逆にもれなどが見つかりやすいというデメリットもあ
りますので、より一層記録の管理は必要になってきます。

運営指導について通知で示された指導の流れ（一部抜粋）
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介護保険施設等運営指導マニュアルについて（通知）
（令和４年３月３１日付け 介護保険最新情報Vol.１０６２）
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介護保険施設等運営指導マニュアルについて（通知）
（令和４年３月３１日付け 介護保険最新情報Vol.１０６２）



介護保険施設等運営指導マニュアルについて（通知）
（令和４年３月３１日付け 介護保険最新情報Vol.１０６２）

78



介護保険施設等運営指導マニュアルについて（通知）
（令和４年３月３１日付け 介護保険最新情報Vol.１０６２）
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介護保険施設等運営指導マニュアルについて（通知）
（令和４年３月３１日付け 介護保険最新情報Vol.１０６２）
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余談：制度を理解しておきましょう！

間違い発見

「過去３月以内に、当該リハビリテーション加算を算定していない」が正しい。
厚労省には連絡済みで、時期は不明だが修正するとのこと。

介護保険施設等運営指導マニュアルについて（通知）より
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余談：制度を理解しておきましょう！

月４回？
すでにこのＱＡは廃止

月２回
こちらのＱＡが正しい。

これも廃止

こっちが正解

82



83

新型コロナウイルスの感染状況

ROKENくん



新型コロナウイルス感染症 感染状況報告集計 速報値 ※12月7日時点

集計期間：令和4年2月1日～11月30日（1例目の発生が2月～11月の施設を集計） 回答方法：Googleフォーム

発生施設数 入所者・通所者 従事者

クラスター発生施設
陽性者 死亡者

死亡率
（陽性者/死亡者）

陽性者
5名以上 20名以上

2月 328施設 170施設
（51.8％）

90施設
（27.4％）

3,729名 119名 3.2％ 1,508名

3月 212施設 74施設
（34.9％）

31施設
（14.6％）

1,336名 42名 3.1％ 654名

4月 232施設 93施設
（40.1％）

38施設
（16.4％）

1,507名 18名 1.1％ 680名

5月 239施設 91施設
（38.1％）

33施設
（13.8％）

1,336名 18名 1.3％ 714名

6月 108施設 58施設
（53.7％）

25施設
（23.1％）

992名 11名 1.1％ 510名

7月 506施設 382施設
（75.5％）

231施設
（45.7％）

8,497名 221名 2.6％ 4,994名

8月 591施設 459施設
（77.6％）

256施設
（43.3％）

9,852名 237名 2.4％ 4,906名

9月 196施設 138施設
（70.4％）

66施設
（33.6％）

2,322名 25名 1.1％ 1,106名

10月 115施設 77施設
（67.0％）

41施設
（35.7％）

1,672名 32名 1.9％ 777名

11月 134施設 97施設
（72.4％）

46施設
（34.3％）

1,612名 16名 1.0％ 888名

※5名以上のクラスター発生施設には、20名以上の発生施設も含む
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新型コロナの治療薬について

ROKENくん



※点滴薬

※経口薬

（ラゲブリオ）

（ロナプリーブ）※オミクロン株には効果うすい
（ゼビュディ）

新型コロナウイルスの治療薬等について （令和4年11月22日時点）

（パキロビッドパック） ※高齢者施設では取扱い不可

86

（エバシェルド）※オミクロン株には効果うすい※筋注

COVID-19 に対する薬物治療の考え方 第 15 版（令和4年11月22日改訂）一般社団法人日本感染症学会：

国から無償提供医療保険で算定

（ゾコーバ） ※高齢者施設では取扱い不可



87★ 協 力 医 療 機 関 等 と の 連 携 が 重 要 ！

新型コロナウイルス感染症における経
口抗ウイルス薬（ゾコーバ錠 125mg）
の医療機関及び薬局への配分について



外部の医療機関の医師が電話や情報通信機器を用いた診療の流れ（詳細版）

※医療機関から患者が希望する薬局にファクシミリ、メール等
により処方箋情報を送る こともできるが、処方箋情報を送付
した薬局に当該処方箋原本を送付。

説明と同意
同意書の原本を送付

医療機関 老健施設

医師

医師

利用者
③電話や情報通信機器を

用いた診療

薬剤師

院外薬局

処方箋交付（※）

④調剤・服薬指導

看護師

or

with

医師

利用者

老健施設

①診察

②
診察
依頼

88

他科受診



89

かかりまし経費について

ROKENくん



90



91

老健施設

上限額
3.8万円/床
×定員数



92

かかりまし経費（①～⑤）

すべてメニュー化

43都道府県（91.5%）

一部メニュー化

1県（2.1%）

メニュー化していない

（県独自事業として対応）

1県（2.1%）

回答待ち,2県（4.3%）

個別協議を実施

40都道府県（85.1%）

なし（現場からの申請なし）

3県（6.4%）

なし（これから）,1府（2.1%）

なし（県独自事業で実施のため）,1県（2.1%）

回答待ち, 2県（4.3%）

新型コロナ感染症対応（かかりまし経費）について
（都道府県の実施状況）

【前頁のア①～⑤のメニューの実施状況】
老健施設の補助上限額を超えた際の
個別協議の実施状況【 】

該当施設は必ず都道府県に申請を！
全国で個別協議の申請をした老健施設は、約170施設程度



93

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

原油価格・物価高騰等対策

ROKENくん



94

令和４年９月９日「第４回物価・賃金・生活総合対策本部」（内閣府）において、
臨時交付金の中に「電力･ガス･食料品等価格高騰重点支援地方交付金」が創設され、その推奨事業メニュー
（事業者支援の一番目）として、「医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援」が掲げ
られた。



既に予算化済

4(8.5%) 補正予算で対応予定

4（8.5%）

検討中

13（27.7%）

予定なし

23（48.9%）

その他（含回答待ち）

3（6.4%）

95

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用状況

47都道府県の状況（全老健調べ）

・「予定なし」との回答が約半数あった。
・「既に予算化済」「補正予算で対応」の

合計で１７％であった

【7/21時点】

介護サービス事業所等を対象とした
「原油価格・物価高騰総合緊急対策」を予算化しているか。

【11/25時点】

既に予算化済（実施中）

24（51.1%）議会可決後実施

（含む準備中）

11（23.4%）

今年度内実施予定

8（17.0%）

検討中 2（4.3%）

未回答（回答待ち）

2（4.3%）

・「実施中」「議会可決後実施」
「今年度内実施予定」を含めて

約９割が予算化している。


